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１ Ｇ ０ １  

産 業 ア ー キ テ ク チ ャ ー 視 点 か ら の 日 米 IT 投 資 分 析  
と 次 世 代 IT 活 用 戦 略  

―ダ イ ナ ミ ッ ク ・ ケ イ パ ビ リ テ ィ 論 か ら の 示 唆 ―  

 

             ○ 高 橋  浩 （ 宮 城 大 学 ）  

 

１. はじめに 
 

企業における事業モデルと産業政策における産業モ

デルの関係を考える際、現代では企業は特定産業配下

に特定される訳でもないし、また複数産業を跨いだ特

性もありうることを想起する必要がある。寧ろ、従来

特に経済学で研究の中心であったマクロ（国）とミク

ロ（企業）の間に未踏のセミマクロ領域が存在すると

の認識[1]の方が適切と考える。それ故一挙に系統的取

組みが可能では無い状況なので、本稿では下記２視点

から出発して次世代事業戦略/産業戦略をＩＴ活用面

から検討してみる。 

１）ダイナミック・ケイパビリティ論の視点 

環境変化が緩やかな時には、組織はいま使える資源

を最大限に使うための戦略を立てれば良い。しかし、 

激しく変動する環境下では、短期的な利潤最大化の追

求よりは急速な環境変化に対応する能力（ダイナミッ

ク・ケイパビリティ）強化の方が重要である。 

２）ＩＴ投資と無形資産の組合せ効果の視点 

米国のみがＩＴ投資と無形資産蓄積の合わせ技で経

済成長を達成した[2]。これは特定産業における成果と

いうよりは、より広範なセミマクロ世界で達成された

成果である。日本はこのエッセンスを租借し類似効果

達成を目指すことが重要である。 

ダイナミック・ケイパビリティ論はイノベーション

における「共特化」(Co-Specialization)の重要性を指

摘したティースの論文[3]とその発展型[4]を起源とし、

イノベーションからの利益獲得が容易な道程では無い

ことを示した。そして、環境の急速な変化に対しては、

①「調整／統合」、②「学習」、③「再配置」の組織プ

ロセスの重要性を指摘し、また、ダイナミック能力と

して、進化経済学の成果を取り入れた下記 3 点を提示

した。 

(a)機会と脅威を感知する能力（センシング） 

(b)機会をとらえる能力（シージング） 

(c)有形・無形資源の強化、結合、保護、組み換えを通

じて、競争力を維持する能力 

これらはいずれも２）で述べた無形資産蓄積に大きく

関わることである[5]。そしてダイナミック・ケイパビ

リティ論の考え方の元では、 

・企業が固有にもつ経営資源よりも,競争優位を達成す

る能力の方が競争優位の根源となる。  

・企業内部に不均質に存在する経営資源や外部にある

資源を再構築する能力に戦略的価値がある。  

・このような能力は市場では獲得しにくく,単に経営資

源を調達しただけでは機能しない｡ 

・従って、このような能力が高い企業が他社から模倣

されにくく,持続的競争優位が達成される。  

とされる。このような認識と、ＩＴ投資、それと同期

して実行される無形資産蓄積に関わる投資が融合する

ことで、ＩＴ革命以後の米国の再復活が成就したと考

えられる。本稿はこのような認識の元に、日本の次世

代ＩＴ活用戦略に活かすための知見を獲得するため、

まず、日米のＩＴ投資を比較して特にその相違を明ら

かにする。第二に、80 年代から 2000 年代に渡る日米の

成長率の変化を特に産業パフォーマンスに着目して比

較する。第三に、これらの情報を、ダイナミック・ケ

イパビリティ論で最近登場してきた産業アーキテクチ

ャーの考え方[6]を使用して整理する。そして最後にこ

れらの結果から次世代ＩＴ戦略を考察することとする。 

 

２．日米のＩＴ投資相違に関する新たな視点  

 

日米ＩＴ投資比較には EU_KLEMS データベース[7]を

使用した。1995 年価格での実質値日米 ICT 投資（GDP

比）比較、名目値での日米 ICT 投資（GDP 比）比較、日

米 ICT 投資額比較などが得られる。但し無形資産との

関連が深いソフト投資内訳については、日米で統計デ

ータの整備状況に相違がある。米国では受注ソフト、

パッケージソフト、自社開発ソフト投資額が公開され

ているが、日本では公開されておらず、EU_KLEMS デー

タベースからも得られない。しかし幸い日本でも公式

統計の不足を補う研究論文があった[8]。そこで、これ

らを組み合わせて著者が作成した日米ソフト投資内訳
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の変化を図１に示す。 

図１．日米の受注､ﾊﾟｯｹｰｼﾞ、自社開発ｿﾌﾄ投資比較 

日米のIT活用に直結し無形資産とも関係の深いソフト

投資は大きく相違していた。最も顕著な相違は、日本

は受注ソフトに大きく依存しているのに対し、米国は

受注ソフト、パッケージソフト、自社開発ソフト３分

野がバランスしていたことである。またＩＴ投資傾向

は 1996 年以前には日米間で大差はなかったが、1996

年以降、増加率に著しい相違が発生していることも分

かった（米国は 1995 年からの 10 年間で約 4.5 倍。日

本は約 2 倍）。これらを表１にまとめて示す。 

表１．日米のＩＴ活用に直結するソフト投資の相違 

これらの結果から、ダイナミック・ケイパビリティ論

を参考に、下記のような仮説設定が考えられる。 

【米国ＩＴ投資拡大仮説】 

1.1985 年頃から垂直非統合化の進展で選択肢が拡大し

ていた。  

2.IT 革命を契機に、IT 活用に関わる価値創造の進化が

発生した。（市場（“環境”）の選別により、3 分野が相

互に補完しながら IT 投資全体を拡大する変化が発生

した）  

3.この変化に合わせて、企業はそれぞれの立ち位置で

自らを再構成し、“IT 活用組織能力”を向上させた。  

4.このような進展で、IT 革命発生や拡大、IT バブル崩

壊後の顕著な回復を実現させた。  

 

３．背景にある日米産業構造変化の比較 

 

一方、日米の産業構造変化の比較には、フローニン

ゲン大学産業別データベースを使用した（米国[9],日

本[10]）。具体的には、日米それぞれの 5 年毎の産業全

体成長率を１００とし、各産業がその成長にどれだけ

寄与したかの累積寄与度を成長寄与度の低い産業から

高い産業に並べて比較した（[1]記載方法を参考にした。

米国：1995 年価格、日本：2000 年価格）。産業分類は

日米共に農林水産業、鉱業、製造業、公益事業、建設

業、卸小売ホテル・レストラン、運輸倉庫通信業、金

融保険不動産業、社会個人向けサービス、行政サービ

スの 10 種である。概略下記のような変化が発生してい

た。 

1976-1980:米国がより特定・少数産業に依存した構造。  

但し日米双方、いずれの産業も成長していた。  

1981-1985:米国でかなりの産業がマイナス成長に移行。  

日本はいずれの産業も成長継続（やや偏り拡大）。  

1986-1990:米国は不振に陥った産業のマイナス成長か

ら復帰した。日本は従来路線を継続。  

1991-1995:日米双方で一部産業にマイナス成長が発生。  

（これ以降 IT 革命の影響が始まりだす時期と想定） 

1996-2000:日本は一気に半分程度の産業がマイナス成

長に移行。米国も一部でマイナス成長に。  

2001-2005:日本は半分以上の産業でマイナス成長拡大。

全体的にも構造が悪化し一段と少数産業依存構造へ。 

 米国は従来路線を継続。これらの経緯を図２に示す。  

図２．日米の産業別ＧＤＰ変化率の累積寄与率比較 

日本は1995年以降多くの産業でマイナス成長に脱落し

その傾向が現在も続いている。米国も 80 年代前半に類

似の時期があったが、それと比較しても日本のアンバ
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ランスは大きく、ＩＴ革命期以降に集中している。1996

年以降の日本のマイナス成長産業リストを以下に示す

（左側からマイナス度合いの大きい順）。 

1996-2000:建設・農林水産・鉱業・公益業・運輸倉庫 

2001-2005:卸小売ホテル/レストラン・建設・農林水

産・鉱業・公益事・運輸倉庫 

卸小売ホテル/レストランの凋落が特に目立つ。 

 

４．産業アーキテクチャー視点からの分析  

 

ヤコビデス[6]の産業アーキテクチャー論はティー

ス論文[3]が主張した補完性（図３．縦軸）に補完資産

の移動性（図３．横軸）を追加したものである。補完

性×移動性の 2 軸表現導入で多様な事例を 4 象限に対

応づけることができる（図３参照：著者が[6]に基づき

事例を付記）。 

   図３．産業アーキテクチャーの枠組み 

補完性は経営トップの経営判断、特許戦略、Ｍ＆Ａ戦

略などで理解できる。一方、追加された移動性は、補

完性にもそれを構成するコンポーネントが存在し、そ

れら要素の移動性は別途独自の傾向を持ち得る、との

立場から導入されたものである。その結果、２）で取

り上げた（組織変革や教育/訓練など）無形資産との関

わりが評価でき、今回の課題分析に有用と考えた。産

業アーキテクチャーによるダイナミック・ケイパビリ

ティ分析イメージとしては下記などが考えられる。  

・企業はアーキテクチャー的優位を、垂直統合を行う

ことなしに、高水準の価値配分で創造できる。  

・[高]補完性、[高]移動性を同時実行/管理できる企業

は”Rules without assets”（補完的資産を所有する事

なし）で価値配分可能である（例：インテルとマイ

クロソフトの連携）  

・各産業は、相互連携する企業群が、役割を異にして

分散することで、特定アーキテクチャーに適合する

ことが可能である（4 象限の特定領域に特化など）。 

・産業アーキテクチャーは、産業組織の重層化した構

造を決定する共通フレームワークと考えられる。 

・一旦、あるアーキテクチャーが登場し、安定すると、

そこから離れることが困難になる傾向を持つ。 

この枠組みを日米のＩＴ投資相違の分析に当てはめて

みた。ＩＴ投資は日米どちらでも受注、パッケージ、

自社開発の 3 種からなり（図４）、歴史的には下記ステ

ップを踏んで進化してきたと考えられる。  

  図４．3 種のソフトウェア形態の処理内容表示 

ステップ１：自社開発、受注ソフトが未分化（パッケ

ージは登場せず） 

ステップ２：自社開発、受注ソフトが分離し、それぞ

れが自身の効率化のため外部資産としてのパッケー

ジを利用開始 

ステップ３：自社開発、受注ソフト、パッケージ間の

インタフェースが整備され、相互を最適組合せで利

用する形態に移行 

この進化の成果をスムーズに自社システム構築に導入

しビジネス成果に結び付けようとすると、ＩＴ投資だ

けでは不十分で、“補完資産の移動性”で示唆される最

適な無形資産蓄積に向けた投資が必須になる。 

 以上の観察を元に、日米の IT 投資と産業構造（特に

1995 年以降）を産業アーキテクチャーに対応付けた関

係を図５に示す。 

図５．産業アーキテクチャーによる日米ＩＴ活用対比 
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米国ではステップ１から３へのIT活用進化が発生し

た際、補完性×移動性図上で価値増殖を経験し、象限

移動が発生している。例えば[高]補完性・[低]移動性

では Apple による iPhone,iPad などの成功事例を生み、

[低]補完性・[高]移動性では、多様なサービス産業分

野で主流パッケージの大規模普及による効率化に成功,

などである。更に[高]補完性・[高]移動性では先進イ

ンターネット企業によるクラウド立ち上げやインド、

中国との高レベル・アウトソーシングなど、多様な価

値創造が発生したと考えられる。ところが日本は、主

流パッケージの大規模普及が期待される卸小売ホテル

レストランなどでも IT 化が進まず、全体として[低]補

完性・[低]移動性に留まり、マイナス成長産業が拡大

したと考えられる。  

 

５．次世代 IT 活用戦略への示唆 

 

[高]補完性・[高]移動性などに見られるように、垂

直統合によらずに、IT 活用による価値増殖の可能性は

拡大している。また、産業アーキテクチャーの各象限

にはそれぞれに向いた特徴があり、企業はそれぞれの

立ち位置でIT活用に向けた組織能力を向上させること

ができる。そして産業毎にそれぞれに適した産業アー

キテクチャーが存在し、それに合致する変革をし続け

られるかどうかが生き残りの条件となる。企業の進化/

変革の過程は経路依存性があるので、日米で同じには

ならないが、以上の認識を元に、自前の補完性×移動

性の多様な組合せへの挑戦と、組織内学習活動を推進

しなければ将来は展望できない。以上の検討より、次

世代ＩＴ戦略については下記が示唆される。 

・今まで IT 活用で抜けていた視点があったのではない

だろうか。産業の区別無しに一律評価は不充分であ

り、産業毎の偏りの可視化が必要である。  

・幅広い産業に IT 投資で成長へ復帰の可能性はあり得

るが、ポイントは IT 投資よりは、それとセットの無

形資産蓄積の方である。  

・その際、幅広い産業に共通な戦略と産業毎に個別な

戦略があり、産業アーキテクチャーはその判断に有

用である。  

・但し、いずれの場合も効果達成までには時間が必要

である。  

これらを念頭において下記のような関連事項も重要と

思われる。 

・既得権益と規制緩和の側面（例：金融保険不動産業、

卸小売ホテル・レストラン・・）  

・無形資産蓄積にタイムラグがあることを前提とした

長期的 IT 投資優遇税制  

・適切な無形資産投資誘導のための制度的施策  

・公的環境整備：無形資産価値の公式フォロー  

・企業レベル：企業パフォーマンス測定方法の詳細化

と管理手法の整備  

・教育機関の傾斜的充実（専門職大学院としてのビジ

ネススクールの拡充）  

・米国との相違発生メカニズムの根本的フォロー（米

国 Made in America の取組みに比するような取組み）  

全体的には、事業モデルと産業政策の関係を検討する

際、モノ作りへの回帰は再三登場するが、それ以外の

研究はかなりなおざりにされて来たのではないだろう

か。より系統的研究が必要と考える。 
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